
 
－1－

 
 

平成１２年３月期平成１２年３月期平成１２年３月期平成１２年３月期                                決決決決    算算算算    短短短短    信（連結）信（連結）信（連結）信（連結）        平成１２年５月２５日 
上 場 会 社 名               日本精工株式会社日本精工株式会社日本精工株式会社日本精工株式会社                                                    上場取引所  東・大・名・京・福・札         
コ ー ド 番 号               ６４７１                               本社所在都道府県  
問合せ先  責任者役職名               執行役員 経理部長                      東京都 
            氏        名         三木 玄夫                              TEL（03）3779-7056   
決 算 取 締 役 会 開 催 日               平成１２年５月２５日 
親会社名    －    （コード番号：   －    ）            親会社における当社の株式保有比率：   －  ％ 
 
 
１．１２年3月期の連結業績 （平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） 
（１）連結経営成績  
                                                                            
                                                                            
      百万円                 ％        百万円                  ％       百万円                  ％ 
12年３月期   ４８６，５３９           ２．９     １４，７０１          １３．２       ８，４９０      ９．０ 
11年３月期   ４７２，６１４        △４．２     １２，９９２        △４９．４       ７，７９０       △５２．８ 
 
                     １ 株 当 た り 潜 在 株 式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 
                     当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 
          百万円          ％      円    銭       円    銭         ％        ％       ％ 
12年３月期      ２，７９８       ―          ４ ９８         ―        １．３    １．３   １．７  
11年３月期    △４，０９４       ―        △７ ２７         ―      △１．９    １．２   １．６  
 （注）①持分法投資損益       １２年３月期     ３，２９８百万円        １１年３月期  ２，５１２百万円 
        ②有価証券の評価損益       ９６，７５９ 百万円          デリバティブ取引の評価損益        ２４百万円 
        ③会計処理の方法の変更       無 
        ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
                 百万円               百万円               ％          円    銭 
12年３月期       ６６８，７７４     ２１５，９９１      ３２．３     ３８４ ６５ 
11年３月期       ６６３，５２２     ２１５，６９０      ３２．５     ３８３  ９５ 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による     

キャッシュ・フロー 
投資活動による     

キャッシュ・フロー 
財務活動による     

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 
                 百万円                百万円                百万円             百万円 
12年３月期         ２０，３７１        １５，２４４      △１９，０７１     ６１，６１３ 
11年３月期             ―            ―            ―          ― 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数   ７４社       持分法適用非連結子会社数    ０社      持分法適用関連会社数   ２２社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結   （新規）  １５社   （除外）  ４社                   持分法  （新規）  ３社    （除外）  ５社 
          

２．１３年３月期の連結業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
 売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 
                        百万円                      百万円                      百万円 
中間期 

   通  期 
           ２４５，０００ 
           ５０５，０００ 

      ９，５００ 
     ２０，０００ 

      ４，５００ 
     １０，０００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   １７円 ８１銭     
    
 
 
 
  
 

   売   上   高 営 業 利 益 経 常 利 益 

当期純利益 
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１．企業集団の状況 
事業の内容 
当社グループは、当社、子会社 74社及び関連会社 22社により構成されており、機械部品（軸受、自動車関
連部品、精密機器関連部品）ならびに電子応用製品等の製造及び販売を主な事業としております。そして、こ

れらの製品は、自動車、電機・情報機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用さ

れております。 
軸受については玉軸受、ころ軸受及びそのユニット製品を製造しております。自動車関連部品についてはス

テアリング、シートベルト、自動変速機用部品等があり、精密機器関連部品についてはボールねじ、リニアガ

イド等の精密直動案内部品があります。そして、電子応用製品等についてはメガトルクモータ、精密位置決め

テーブル等の精密メカトロニクス機器があります。 
 
各事業における当社グループ各社の位置づけは次のとおりであります。 
    事 業 区 分                   主 要 製 造 会 社                         主 要 販 売 会 社 

         玉 軸 受        当    社                                 当    社 

                         エヌエスケー・マイクロプレシジョン（株）     （株）エヌエスケー・アタゴ 

                         井上軸受工業（株）                       エヌエスケー関西（株） 

                         ＮＳＫコーポレーション社                 日京産業（株） 

                         ＮＳＫブラジル・ベアリング社            （エヌエスケー販売（株）） 

機   軸                  ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社           ＮＳＫコーポレーション社  

                         ＮＳＫ－ＲＨＰベアリング社               ＮＳＫ－ＲＨＰカナダ社 

                         ＮＳＫイスクラ社                         ＮＳＫブラジル・ベアリング社 

                         ＮＳＫベアリング・インドネシア社         ＮＳＫ－ＲＨＰ ＵＫ社 

                         ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社       ＮＳＫ－ＲＨＰドイツ社 

械                       昆山恩斯克有限公司                       ＮＳＫイスクラ社 

     受                  ＮＳＫ韓国社                             ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

         ころ軸受        当    社                                 ＮＳＫシンガポール社 

                         ＮＳＫ－ＲＨＰベアリング社               昆山恩斯克有限公司 

         針状ころ軸受     エヌエスケー・トリントン（株）           ＮＳＫ韓国社  

部       鋼球（部品）    新日本鋼球（株）                         ナステック社 

                        （株）天辻鋼球製作所                      ナステック・ヨーロッパ社 

                         ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社 

                         NSK-AKSプレシジョンボール・ヨーロッパ社 

品   自動車関連部品      当    社                               

                         エヌエスケー・ワーナー（株）           

                         エヌエスケー・セーフティーシステム（株） 

                         ナステック社 

                         ナステック・ヨーロッパ社 

     精密機器関連部品      当    社                           

電 子 応 用 製 品 等     当    社                           
注）平成１２年４月１日にエヌエスケー販売株式会社は子会社である（株）エヌエスケー・アタゴ及びエヌエ

ス 
    ケー関西（株）を吸収合併するとともに、日京産業（株）から営業譲渡を受けることにより、軸受及び精

密 
    機器関連部品並びに電子応用製品の唯一の国内販売子会社となりました。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 
 
 
                  代 理 店 ・ 販 売 店 ・ 大 口 需 要 先 等 
 
 
国内販売会社                      海外販売会社 

  ㈱ｴﾇｴｽｹｰ･ｱﾀｺﾞ                     NSK-RHP ｶﾅﾀﾞ社 

  ｴﾇｴｽｹｰ関西㈱                      NSK-RHP UK社 

  日京産業㈱                        NSK-RHP ﾄﾞｲﾂ社 

  （ｴﾇｴｽｹｰ販売㈱）                  NSK ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)社 

                                    NSK ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社                                                                   

国内物流会社                         

  ｴﾇｴｽｹｰ･ﾛｼﾞｽﾃィｯｸｽ㈱ 

 

 

             日  本  精  工  （株） （当  社）                      海外製造・販売会社    

（軸受、自動車関連部品、精密機器関連部品、電子応用製品                軸受   

                                               の製造及び販売）               NSK ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ社 

                                                                        NSK ﾌﾞﾗｼﾞﾙ･ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ社 

                                                                        NSK ｲｽｸﾗ社 

国内製造会社                   海外製造会社                             昆山恩斯克有限公司 

  軸受                           軸受                                   NSK韓国社 

    ｴﾇｴｽｹｰ･ﾄﾘﾝﾄﾝ㈱                 NSK ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社              自動車関連部品    

    ｴﾇｴｽｹｰ･ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ㈱          NSK-RHP ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ社                  ﾅｽﾃｯｸ社 

    井上軸受工業㈱                 NSK ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ社               ﾅｽﾃｯｸ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社 

 鋼球（部品）                      NSK ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ(M)社                       

    新日本鋼球㈱                 鋼球（部品）                             

    ㈱天辻鋼球製作所               NSK-AKS ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾎﾞｰﾙ社 

 自動車関連部品                    NSK-AKS ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾎﾞｰﾙ                      

    ｴﾇｴｽｹｰ･ﾜｰﾅｰ㈱                                   ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社                  は製品の流れ 

    ｴﾇｴｽｹｰ･ｾｰﾌﾃｨｰｼｽﾃﾑ㈱                                                         は部品等の流れ 

                        

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫ－ＲＨＰヨーロッパ社があります。 
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２．経営方針 
    
１．経営の基本方針 
  当社は第一に、ワールドワイドに広がるユーザーの多様なニーズに対し、最高の信頼を得られるよ

うに技術力と生産及び販売の展開力等、総力を結集して応えてまいります。第二に、当社の基幹技術

である摩擦と潤滑を自在に制御するトライポロジー技術を通して、豊かな社会の実現と地球環境の負

荷の軽減に貢献してまいります。第三に、世界各地に広がる生産拠点が、それぞれの地域社会で良き

企業市民になることを目指しております。この三つの方針を通し、21 世紀に国際的に評価される優
良企業の仲間入りをしたいと考えております。 

 
２． 利益配分の基本方針 
   当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本とし、業績水準、配当性向等を総合的に勘案して決

定していきたいと考えております。 
 
３．中長期的な経営戦略 

事業の選択と集中を図り、グローバルな視点からの事業展開の枠組み作りをし、戦略事業へ重点的

な資源の配分を行ってまいります。第一に、グローバルな視点に立ったコスト競争力を図るため「最

適地生産」のネットワークを広げながら、国内外により効率的な生産体制を構築していきます。次に

ＩＴ関連を中心とした成長分野や、グローバルな事業提携を発展させながら電動パワーステアリング

やＣＶＴなどの自動車関連の新しい事業を積極的に展開してまいります。また、東南アジア、中国、

韓国、東欧などの生産拠点を生かして、グローバルロジスティックスを展開しながら玉軸受での世界

Ｎｏ.１メーカーを目指します。 
 
４．コーポレートガバナンスの充実に関する施策 
  「経営の意思決定並びに監督機能」と「業務執行機能」の分離を行い、より効率的でかつ迅速な経

営の推進のため、取締役会の構成人数の最適化、執行役員制の導入、社外取締役の選任を昨年 6月に
実施しております。本年４月には執行役員体制を見直し、積極的に若手の登用を行うと共に、グルー

プ経営力の強化を図りました。更に、社外取締役を長とした報酬委員会を発足させ、取締役と執行役

員に対する報酬体系の見直しを検討し、会社経営の透明性の向上に努めております。 
 
５． 対処すべき課題 

国内生産体制及び販売体制の再編成、調達コストの削減、棚卸資産の削減並びに有利子負債の削減

等を図ると共に、年金財政の健全化を推進し、更なる財務体質及び収益体質改善を行います。また、

海外は、特に欧州の事業基盤の再構築によって海外事業の収益力を強化します。 
販売体制の再編成につきましては、国内の販売子会社と当社の自動車及び一部その関連メーカー向

け以外の国内販売部門を今年４月にエヌエスケー販売株式会社に集約し、全国規模の直販体制としま

した。また、シートベルト事業につきましては、スウェーデンのオートリブ社に段階的に事業を譲渡

することとしました。 
このように、連結経営の時代にふさわしいグループ企業と一体となった経営を進めてまいります。 
 

６．目標とする経営指標 
   安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重んじ、資産の効率性を追求するとともに、キャ

ッシュフローにも目を向け、株主資本利益率 （ROE）の向上を目指してまいります。 
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３．経営成績 
 

1.  当期の概況 
 
当期（平成 11年 4月 1日～平成 12年 3月 31日）の業績は売上高 4,865億 39百万円（対前期比 2.9%
増収）､経常利益 84億 90百万円（対前期比 9.0%増益）、当期純利益 27億 98百万円となりました。 
  国内につきましては、政府の公共投資等の政策成果やアジア経済の回復の影響で、緩やかな改善が続 
いておりますものの、民間企業の設備・雇用過剰感はなお強く、企業の設備投資や個人消費中心の自立 
的回復には至っておりません。このような状況の下で、国内売上高は 2,868億 36百万円と対前期比 6.0% 
の増収となりました。 
海外につきましては、円高の影響もあり円換算後の売上高は、1,997億 2百万円と対前期比 1.1%の減

収となりました。また、連結売上高に占める海外売上高は 41.0%となりました。地域別には、米州は順
調な米国経済に支えられ引き続き堅調に推移しましたが、円換算後の売上高は 727億 74百万円と対前
期比 6.5%の減収となりました。欧州は年度半ば以降景気回復が本格化しておりましたが、ユーロ安の
影響等により、円換算後の売上高は 642億 98百万円と対前期比 15.1%の減収となりました。アジアは
輸出企業の生産拡大で国内の消費・投資が回復しており、小径軸受の売上増などを中心に、626 億 29
百万円と対前期比 29.7%の増収となりました。 

 
部門別の概況は次のとおりです。 
 
（軸受） 
  国内は鉄鋼、工作機械産業向けが減少しましたものの、自動車、一般機械、市販向けが増加し前期を
上回りました。 海外はアジアが小径軸受の需要などを中心に大幅に増加しました。円高の影響を受け
てはおりますが、円換算後の軸受部門全体の売上高は 3,032億 39百万円と対前期比 1.2％の増収となり
ました。 
 
（自動車関連部品） 
  国内は自動車販売台数は減少しましたものの、電動パワーステアリング及びオートマチックトランス
ミッション用部品が大きく増加し前期を上回りました。 海外は欧州はほぼ横這いに推移しましたもの
の、アジア向けが大きく増加しましたため、全体として 1,174億 72百万円と対前期比 8.0％の増収とな
りました。 
 
（精密機器関連部品・電子応用製品） 
  国内は工作機械向けは低迷が続きましたが、半導体製造装置関連、メディア関連向け等が増加し大幅
な増収となりました。 海外は欧州は減少しましたが、北米、アジアが大幅に増加しましたため、全体
としては 428億 32百万円と対前期比 13.0%の伸びとなりました。 
 
収益面につきましては、グループ全体として、生産コストの削減、経費節減に取り組むとともに、収

益体質の改善に向けた事業構造改革として欧州事業の再編成、シートベルト事業の分社、購入原価の削

減、希望退職の募集、有利子負債の削減等を実施しました。さらに国内やアジア地域の売上増も寄与し

ました結果、連結営業利益は 147億 1百万円と対前期比 13.2%の増益となり、経常利益は 84 億 90 百
万円と対前期比 9.0%の増益となりました。 
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特別損益につきましては、事業構造改革の一環として行いました希望退職の関連費用 105億 19百万

円、海外拠点を含めた生産体制再構築等の事業構造改善費用 86億 76百万円及び上場株式の有価証券評
価損 
20億 12百万円を特別損失として計上しました。一方、これらの特別損失を埋め合わせるため、固定資
産売却益 64億 8百万円及び有価証券売却益 140億 37百万円を特別利益に計上しました。 
これに、法人税、住民税及び事業税を計上し、税効果会計による法人税等調整額を加え、少数株主利

益を減算しました結果、当期純利益は 27億 98百万円となりました。 
当期の期末配当金につきましては、業績及び今後対処すべき課題等を勘案いたしまして１株につき 

  2円 50銭とし、中間配当金と合わせ年間では 5円とさせていただきます。 
 
2.  キャッシュフローの状況 
 

  当期のキャッシュフローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュフローは税金等調整前当
期純利益が 85億 99百万円となったことなどから 203億 71百万円の増加となりました。投資活動によ
るキャッシュフローは、有形固定資産や有価証券の売却による収入 467億 71百万円などがありました
が、有形固定資産の取得による支出 267億 1百万円などもあり、差引き 152億 44百万円増加しました。
財務活動によるキャッシュフローは長期借入金の返済や社債の償還などにより、差引き 190億 71百万
円の減少となりました。これらの増減と為替換算差額を合計いたしますと現金及び現金同等物は 140億
76 百万円の増加となりました。また、新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額を合わせますと当
期末における現金及び現金同等物の残高は 616億 13百万円となりました。 

 
3.  次期の見通し 
  
  今後の見通しにつきましては、国内は内需中心の回復が期待されますものの、依然不透明感も残ってお
ります。海外につきましては、アジア経済は回復基調を強めておりますが、米国の株価調整による景気減

速等が懸念されております。 
  次期の連結業績につきましては、売上高は国内向け需要及びアジア地域での販売の伸び等を見込み、通
期で 5,050 億円を予想しております。収益面につきましては，販売体制及び生産体制の再編成を通じて、
より徹底した固定費の削減等を図ることにより、通期での経常利益は 200 億円、当期利益は 100 億円を
予想しております。なお、通期の想定為替レートは 1US$=105円を使用しております。 
  また、次期において新たに退職給付に係る会計基準が適用されますが、会計基準変更時差異は連結ベー
スで 180 億円（単独ベースは 170億円）程度となります。これにつきましては、退職給付信託の設定も
含め一括償却を予定しております。 
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        ４ . 連 結 財 務 諸 表 等  

         (１）連結貸借対照表 
                                                                                                                   （単位  百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度
 平成12年３月31日現在  平成11年３月31日現在 

　（ 資 産 の 部 ）

　流 　動 　資 　産 ３９２，４５９  ３８９，０９１  ３，３６８  

現 金 及 び 預 金 ２４，３４２  ２３，２２８  １，１１３  

受取手形及び売掛金 １２９，８１３  １２０，１８４  ９，６２９  

有 価 証 券 １０８，２３７  １０５，７９８  ２，４３８  

棚 卸 資 産 １０１，５２６  １１０，３８７  △８，８６０  

そ の他の流動資産 ３０，０７９  ３０，９２０  △８４１  

貸 倒 引 当 金 △１，５３９  △ １，４２９  △１１０  

　固　 定 　資 　産 ２４７，６３１  ２５７，２１２  △９，５８１  

有 形 固 定 資 産 １８５，３９６  １８７，３８３  △１，９８７  

建 物 及 び 構 築 物 ５９，７６４  ６２，３２７  △２，５６２  

機械装置及び運搬具 ８６，２３６  ８７，０２９  △７９２  

土 地 ２３，１９２  ２１，８５４  １，３３８  

その他の有形固定資産 １６，２０３  １６，１７２  ３０  

無 形 固 定 資 産 １，９７９  １，９５８  ２１  

投資その他の資産 ６０，２５４  ６７，８６９　 △７，６１５  

投 資 有 価 証 券 ４１，５１６  ４６，０７０  △４，５５４  

長 期 貸 付 金 １３５  ３，０１６  △２，８８０  

繰 延 税 金 資 産 １０，５７９  １１，２０２  △６２３  

その他の投資その他の資産 ９，０７３  ８，６８７　 ３８６  

貸 倒 引 当 金 △１，０４９  △ １，１０６　 ５６  

　為 替 換 算 調 整 勘 定 ２８，６８３　 １７，２１８  １１，４６４　

　資     産     合     計 ６６８，７７４　 ６６３，５２２　 ５，２５２　

科       目 差      額
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 （単位　百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

平成12年３月31日現在 平成11年３月31日現在

  ( 負 債 の 部 )

　流   動   負   債 ２８２，７１９  ２４３，５４４　 ３９，１７４  

支払手形及び買掛金 ９９，４２３  ８６，９５１　 １２，４７１  

短 期 借 入 金 １０６，７６３  １１１，４２０　 △４，６５７  

社 債 ３１，６６６  １０，４９４　 ２１，１７１  

未 払 法 人 税 等 ５，５２４  ２，１６６　 ３，３５８  

そ の 他 の 流 動 負 債 ３９，３４２  ３２，５１２　 ６，８２９  

  固   定   負   債 １６０，９５１  １９９，３９５　 △３８，４４３  

社 債 ９７，２７８  １２７，２８５　 △３０，００７  

長 期 借 入 金 ２５，６１０  ３０，９９０　 △５，３７９  

適格退職年金過去勤務債務 １４，６３７  １４，３２０　 ３１７  

退 職 給 与 引 当 金 １２，２６２  １３，６６４　 △１，４０２  

役員退職慰労引当金 ４３８  ７７５　 △３３７  

そ の 他 の 固 定 負 債 １０，７２３  １２，３５８  △１，６３５  

  負     債     合     計 ４４３，６７０  ４４２，９３９　 ７３１  

  （ 少数株主持分 ）

  少 数 株 主 持 分 ９，１１２  ４，８９１　 ４，２２０　

  （ 資 本 の 部 ）

  資    本    金    ６７，１６７  ６７，１６２　 ４  

  資 本 準 備 金 ８２，３５１  ８２，３４７　 ４  

  連 結 剰 余 金 ６６，５９３  ６６，１８２　 ４１１　

  自  己  株  式  △２  △ １　 △１  

  子会社の所有する親会社株式 △１１７  －　 △１１７  

  資     本     合     計 ２１５，９９１  ２１５，６９０　 ３００　

  負債、少数株主持分及び資本合計 ６６８，７７４  ６６３，５２２　 ５，２５２  

科       目 差      額

 
                                                         当連結会計年度                 前連結会計年度 
（注）１．有形固定資産の減価償却累計額     ３５０，０６０百万円       ３５８，６５３百万円 
 
      ２．受 取 手 形 割 引 高           １，４０１百万円         ２，９３２百万円 
          受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高           ２５１百万円           ２２５百万円 
          保 証 債 務 等        １，４７３百万円         １，５６３百万円 
         （保証類似行為を含めております。） 
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        (２ )連結損益計算書 
(単位 百万円)

 科   目 

当連結会計年度 
自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成12年 3月 31日 

前連結会計年度 
自 平成 10 年 4 月 1 日 
至 平成11年 3月 31日 比   較 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

金  額 伸び率 

 
  売         上  

高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 ４８６，５３９ 
３９３，７１１ 
９２，８２７ 

 
７８，１２６ 
１４，７０１ 

％ 
100.0 
80.9 
19.1 

 
16.1 
3.0 

 
４７２，６１４ 
３８１，２４３ 
９１，３７１ 

 
７８，３７９ 
１２，９９２ 

％ 
100.0 
80.7 
19.3 

 
16.6 
2.7 

 
１３，９２４ 
１２，４６８ 
１，４５６ 

 
△２５２ 

１，７０８ 

％ 
2.9 
3.3 
1.6 
 

△0.3 
13.2 

 
営 業 外 収 益 

 
９，０３６ 

 
1.9 

 
１３，１８８ 

 
2.8 

 
△４，１５１ 

 
△31.5 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

 

営 業 外 費 用 

２，９２５ 
３，２９８ 
２，８１１ 

 

１５，２４７ 

0.6 
0.7 
0.6 

  

     3.2 

５，７１５ 
２，５１２ 
４，９６０ 

 

１８，３９０ 

1.2 
0.5 
1.1 
 

3.9 

△２，７９０ 
７８５ 

△２，１４８ 
 

△３，１４３ 

△48.8 
31.3 

△43.3 
 

△17.1 
支払利息及び割引料 
雑 損 

経 常 利 益 

１０，３３２ 
４，９１４ 

８，４９０ 

2.1 
1.1 

1.7 

１２，６９８ 
５，６９２ 

７，７９０ 

2.7 
1.2 

1.6 

△２，３６５ 
△７７７ 

６９９ 

△18.6 
△13.7 

9.0 

特別利益 ２１，３１８ 4.4 ２，６５５ 0.6 １８，６６２ 702.8 
固 定 資 産 売 却 益 
有 価 証 券 売 却 益 
過年度ダンピング税修正益 
 
特別損失 

６，４０８ 
１４，０３７ 

８７２ 
 

２１，２０８ 

1.3 
2.9 
0.2 
 

4.3 

２，６５５ 
－ 
－ 
 

１８，７６６ 

0.6 
－ 
－ 
 

4.0 

３，７５３ 
１４，０３７ 

８７２ 
 

２，４４２ 

141.3 
－ 
－ 
 

13.0 

事 業 構 造 改 善 費 用 
有 価 証 券 評 価 損 
希 望 退 職 関 連 費 用 
適格退職年金過去勤務費用 

 
税金等調整前当期純利益 
           (△純損失) 

８，６７６ 
２，０１２ 

１０，５１９ 
－ 
 

８，５９９ 

1.8 
0.4 
2.1 
－ 
 

1.8 

８２５ 
３，７４３ 

－ 
１４，１９７ 

 

△８，３１９ 

0.2 
0.8 
－ 
3.0 
 

△1.8 

７，８５０ 
△１，７３１ 
１０，５１９ 

△１４，１９７ 
 

１６，９１９ 

950.6 
△46.2 

－ 
－ 
 

－ 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

７，７６８ 
△２，８３６ 

1.6 
△0.6 

３，１５６ 
△６，８５２ 

0.7 
△1.5 

４，６１２ 
４，０１６ 

146.1 
△58.6 

少 数 株 主 利 益 
少 数 株 主 損 失 

 
当期純利益 (△純損失) 

８６８ 
－ 
 

２，７９８ 

0.2 
 
 

0.6 

             － 
５２９ 

 
△４，０９４ 

－ 
0.1 
 

△0.9 

８６８ 
△５２９ 

 
６，８９３ 

－ 
－ 
 

－ 
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 (３）連結剰余金計算書 

（単位　百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成11年４月 1日 自　平成10年４月 1日
至　平成12年３月31日 至　平成11年３月31日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ６６，１８２  ７３，４７５ 　 △７，２９３  

その他の剰余金期首残高 －  ５８，５６５ 　 －  

過 年 度 税 効 果 調 整 額 －  ５，５９５ 　 －  

利 益 準 備 金 期 首 残 高 －  ９，３１４ 　 －  

連 結 剰 余 金 増 加 高 ５７７　 － 　 ５７７　

連結子会社増加に伴う増加 ４８７　 － 　 ４８７　

持分法適用会社増加に伴う増加 ９０　 － 　 ９０　

連 結 剰 余 金 減 少 高 ２，９６４  ３，１９８ 　 △２３３  

配 当 金 ２，８０７  ３，０９６ 　 △２８８  

役 員 賞 与 １５７  １０２ 　 ５４  

当期純利益 （△ 純損失） ２，７９８  △ ４，０９４ 　 ６，８９３  

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ６６，５９３  ６６，１８２ 　 ４１１　

　 　

科          目 差　　額
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 (４）連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位 百万円) 

当連結会計年度         

(自 平成11年４月１日至 平成12年３月31日) 科         目 

金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ８，５９９ 
 2. 減 価 償 却 費 ２６，３４９ 
 3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １，４９６ 
 4. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 １０８ 
 5. 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 △１，３２６ 
 6. 適 格退職年金過去勤務債務の増加額 ７５ 
 7. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △２，９２５ 
 8. 支 払 利 息 １０，３３２ 
 9. 有 価 証 券 評 価 損 ２，０２０ 
 10. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３，２９８ 
 11. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △６，４０８ 
 12. 有 価 証 券 売 却 益 △１４，０３７ 
 13. 売 上 債 権 の 増 加 額 △１４，４５０ 
 14. 棚 卸 資 産 の 減 少 額 ５，６５５ 
 15. 仕 入 債 務 の 増 加 額 １７，７１７ 
 16. そ の 他 ２，１５５ 
  小                 計 ３２，０６４ 

 17. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２，９１６ 
 18. 利 息 の 支 払 額 △１０，３４４ 
 19. 法 人 税 等 の 支 払 額 △４，２６４ 
   営業活動によるキャッシュ・フロー ２０，３７１ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 1. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △４，１０２ 
 2. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ３８，０１０ 
 3. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △２６，７０１ 
 4. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ８，７６０ 
 5. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △７１４ 
 6. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ２，２６９ 
 7. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △４１１ 
 8. 持分法適用会社株式の追加取得による支出 △３，１３６ 
 9. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △７２ 
 10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ６０ 
 11. そ の 他 １，２８１ 
   投資活動によるキャッシュ・フロー １５，２４４ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
 1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 △２，０３３ 
 2. 長 期 借 入 に よ る 収 入 ５，２５１ 
 3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △８，５９８ 
 4. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１０，４９１ 
 5. 配 当 金 の 支 払 額 △２，８０９ 
 6. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △２１４ 
  7. そ の 他 △１７４ 
   財務活動によるキャッシュ・フロー △１９，０７１ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                   △２，４６７ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額                １４，０７６ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                ４１，６７３ 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                ５，８６２ 
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高                ６１，６１３  
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

  （１）連結子会社 

連結子会社数は７４社（国内２３社、海外５１社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

     主要会社名：㈱エヌエスケー・アタゴ、エヌエスケー関西㈱、日京産業㈱、NSK ｱﾒﾘｶｽﾞ社、NSK-RHP ﾖｰﾛｯﾊﾟ社     

  （２）持分法適用会社 

  持分法を適用する会社数は２２社（国内１４社、海外８社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

     主要会社名：エヌエスケー・トリントン㈱、エヌエスケー・ワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所 

  （３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社 

 （新規）・会社設立による増加        ：３社  エヌエスケー・ステアリング・システムズ・ヨーロッパ社 ほか 

          ・分社による増加             ：３社  エヌエスケー・セーフティーシステム（株）ほか 

          ・支配力基準導入に伴う増加 ：４社  佐山商事（株）ほか 

          ・支配力基準導入に伴い持分法適用会社より異動 

                                          ：３社  中外商事（株）、エヌエスケー・マイクロプレシジョン（株）ほか 

          ・所有割合変更に伴い持分法適用会社より異動 

                                          ：２社  ナステック社 ほか 

    （除外）・連結子会社との合併による ：４社  東海エヌエスケー販売（株）、中国エヌエスケー販売（株）ほか 

   持分法適用会社 

    （新規）・影響力基準導入に伴う増加 ：１社  （株）コーメー  

              ・支配力基準導入に伴う増加 ：２社  （株）さくらプラスチック ほか 

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 海外連結子会社５１社および中外商事（株）については１２月末日現在の決算財務諸表を、新日本鋼球(株)に 

ついては２月末日現在の決算財務諸表を使用しております。 

 なお、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

    （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

 上場株式については移動平均法による低価法（切り放し方式）、その他の有価証券については移動平均法による 

原価法であります。 

 ② 棚卸資産 

 製品及び材料は、総平均法に基づく低価法であります。 

 仕掛品及び貯蔵品は、総平均法に基づく原価法であります。  

  （２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

 ① 有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成１０年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 
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   （３）重要な引当金の計上基準   

  ① 貸倒引当金 

 連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、法人税法に規定する法定繰入率による限度額のほか、 

回収可能性を勘案して個別評価による貸倒見積額を計上しております。 

  ② 退職給与引当金 

  主として従業員の自己都合退職による期末要支給額の現在価値額を計上しております。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

 当社は、役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

  （４）在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項 

 在外連結子会社等の財務諸表項目の円貨への換算は、「外貨建取引等会計処理基準」（昭和５４年６月 ２６日   

最終改正平成７年５月２６日企業会計審議会報告）による方法により換算しております。 

なお、収益及び費用については期中平均相場により円換算しております。 

  （５）重要なリース取引の処理方法 

    主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  （６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 ① 適格退職年金過去勤務費用の会計処理 

             確定時に処理する方法によっております。 

 ② 消費税等の会計処理に関する事項 

      税抜方式によっております。 

  

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

５．連結調整勘定の償却に関する事項 

       連結調整勘定は、発生時に一括償却しております。 

 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、当該連結会計年度に対応する事業年度に係る利益処分に基づいて作成する方法（繰上方式） 

によっております。 

  

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短 

期投資からなっております。 

 

   （追加情報） 

  自社利用ソフトウェア 

             前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他の投資その他の資産」に計上しておりましたソフトウェアについては、

「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第12号 平成11年

3 月 31 日)における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただし、同報告に基づき、

上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の｢その他の投資その他の資産｣から無形固定資産に変更して

おります。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

  機械部品部門の売上高、営業損益及び資産が全セグメントの連結売上高、営業損益の生じているセグメントの 

営業損益の合計額及び全セグメントの資産の合計額の９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報は記載 

を省略いたしました。 

２．所在地別セグメント情報
         (単位 百万円)

     自　平成10年４月 1日
     至　平成11年３月31日

消    去
日  本 米  州 欧  州 アジア 計 又は全社 連  結

Ⅰ売上高及び営業損益
    売  上   高
(1)外部顧客に 296,953 73,884 75,912 25,864 472,614       － 472,614
   対する売上高

(2)       63,702 161 2,772 4,997 71,633 (71,633)       －
   

計 360,655 74,045 78,684 30,861 544,247 (71,633) 472,614

    営 業 費 用 349,363 70,407 78,836 28,790 527,397 (67,775) 459,622

    営 業 利 益 11,291 3,638 △ 151 2,071 16,850 (3,857) 12,992

Ⅱ資       産 609,723 71,517 78,029 38,378 797,649 (134,126) 663,522

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
             米   州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル
             欧   州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
             アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、５,４３９百万円
        であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
      ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、１７,２１８百万円であり、全
        額為替換算調整勘定であります。

         (単位 百万円)

     自　平成11年４月 1日
     至　平成12年３月31日

消    去
日  本 米  州 欧  州 アジア 計 又は全社 連  結

Ⅰ売上高及び営業損益
    売  上   高
(1)外部顧客に 322,070 68,218 63,957 32,292 486,539       － 486,539
   対する売上高

(2)       74,833 225 2,283 12,521 89,864 (89,864)       －
   

計 396,904 68,444 66,241 44,813 576,403 (89,864) 486,539

    営 業 費 用 381,633 64,760 70,027 41,277 557,698 (85,860) 471,837

    営 業 利 益 15,271 3,684 △ 3,786 3,536 18,705 (4,003) 14,701

Ⅱ資       産 625,085 62,551 71,137 43,599 802,373 (133,599) 668,774

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
             米   州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル
             欧   州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
             アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、４，７５１百万円
        であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
      ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、２８,６８３百万円であり、全
        額為替換算調整勘定であります。

セグメント間の内部
売上高又は振替高

セグメント間の内部
売上高又は振替高
セグメント間の内部
売上高又は振替高

 

当連結会計年度 

前連結会計年度 )( 

( )



 
－15－

 

 

３．海外売上高 

自　平成10年４月 1日
至　平成11年３月31日

米  州 欧  州 アジア 計

百万円 百万円 百万円 百万円 
 Ⅰ 海外売上高 77,848  75,743  48,304  201,896  

百万円 
 Ⅱ 連結売上高 472,614  

 Ⅲ 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ 

    海外売上高の割合 16.5 16.0 10.2 42.7
（注） １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
       ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
       ３．各区分に属する主な国又は地域

米  州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等
欧  州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

自　平成11年４月 1日
至　平成12年３月31日

米  州 欧  州 アジア 計

百万円 百万円 百万円 百万円 
 Ⅰ 海外売上高 72,774  64,298  62,629  199,702  

百万円 
 Ⅱ 連結売上高 486,539  

 Ⅲ 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ 

    海外売上高の割合 14.9 13.2 12.9 41.0
（注） １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
       ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
       ３．各区分に属する主な国又は地域

米  州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等
欧  州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前連結会計年度 ) ( 

当連結会計年度 ( ) 
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６ ． 生 産 ・ 受 注 及 び 販 売 の 状 況  
販 売 実 績          

                                                                   (単位 百万円) 

当連結会計年度 自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日                         

  製 品 別                      金           額 前年比（％） 
軸 受 303,239 1.2 
自 動 車 関 連 部 品 117,472 8.0 
精密機器関連部品 33,126 12.2 

機 械 
部 品 

小        計 453,838 3.6 
電 子 応 用 製 品 9,705 16.1 
そ の 他 22,994 △12.9 電子応用

製 品 等 
小 計 32,700 △5.9 

合 計 486,539 2.9 
 
 (注) 1.当社の製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため、金額のみによって表示しております。 
   2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
       
生 産 実 績          

                                                                    (単位 百万円) 
 

製 品 別 当連結会計年度 自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日

軸 受 263,265 
自 動 車 関 連 部 品 76,654 
精 密 機 器 関 連 部 品 31,164 

機 械 
部 品 

小        計 371,084 
電 子 応 用 製 品 等 13,146 
合 計 384,231 

 
 (注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
   2.上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
   3.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
受 注 の 状 況           
   当社は主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 
   受注状況は次のとおりであります。 

                                                       (単位 百万円) 

  当連結会計年度 自 平成11年４月 1日 
至 平成12年３月31日 

  
 

製 品 別 受  注  高 受 注 残 高 
軸 受 304,659 66,126 
自 動 車 関 連 部 品 116,942 22,197 
精 密 機 器 関 連 部 品 44,131 13,660 

機 械 
部 品 

小        計 465,733 101,984 
電 子 応 用 製 品 等 11,393 1,372 
合 計 477,126 103,357 

 
 (注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
      2.金額には消費税等相当分は含まれており ません。 
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７．有価証券の時価等 
 

(単位 百万円) 

当連結会計年度（平成12年３月31日現在) 
種        類 

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

 流 動 資 産 に 属 す る も の    

   株 式 ６８，０６０ １６５，８６１ ９７，８００ 

   債 券 ５６４ ５４３ △         ２０ 

   そ の 他 ４４２ ３９３ △         ４８ 

   小 計 ６９，０６７ １６６，７９８ ９７，７３１ 

 固 定 資 産 に 属 す る も の    

   株 式 １１，５６７ １０，５８５ △       ９８１ 

    

   債 券 － － － 

   そ の 他 ４９４ ５０４ ９ 

   小 計 １２，０６１ １１，０９０ △      ９７１ 

   合 計 ８１，１２９ １７７，８８９ ９６，７５９ 

 (注) 1. 時価の算定方法 
当連結会計年度 
① 上 場 有 価 証 券                
  主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
② 店 頭 売 買 有 価 証 券                
  日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 
③ 非上場の証券投資信託の受益証券 
  基準価格によっております。 

 
    2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

  当連結会計年度 

(流動資産に属するもの) 残存償還期間が１年以内の非上場国内債券 
           １ 百 万
円 

 非上場株式(店頭公開株式を除く) ０ 
 マネー・マネージメント・ファンド等 ３７，１６７ 

 
クローズド期間内の証券投資信託の受益証
券 

１，０００ 

 非上場の外国債券 １，０００ 
   
(固定資産に属するもの) 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２８，８２２ 
 （うち、関係会社株式等） (２７，６８５) 

 出資金 ９９ 

 
クローズド期間内の証券投資信託の受益証
券 

１３ 

 非上場債券等 ５１９ 

 
 
 

 

(うち、関係会社)         （１０，７５８）             （８，７９１）        （ △１，９６７）
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８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
(1) 金 利 関 連          

 (単位 百万円) 

 当連結会計年度（平成12年３月31日現在） 

種       類 契 約 額 等 
区 

 

分 

  う ち 一 年 超 
時 価 評 価 損 益 

金 利 ス ワ ッ プ 取 引     

 受 取 固 定 ・ 支 払 変 動 23,760 － 699 699 

 支 払 固 定 ・ 受 取 変 動 23,076 2,376 △681 △681 

市
場
取
引
以
外
の
取
引  受 取 固 定 ・ 支 払 固 定 5,000 － 7 7 

合 計 51,836 2.376 24 24 

 (注) 時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額によっております。 

 
 
 
 

９．関連当事者との取引 
 
    重要な取引が無いため、その記載を省略しております。 
 
 
 
 
 

重 要 な 後 発 事 象 

 

  当社は平成12年3月28日開催の取締役会における決議に基づき次のとおり社債を発行いたしました。 

 

   ①第31回無担保普通社債(平成18年満期) 

       平成12年4月26日発行      100億円 

   ②第32回無担保普通社債(平成22年満期) 

         平成12年4月26日発行      100億円 

 
 


	決算短信（連結）

